
財 政 状 況 公 表 

川 越 市 

令和８年６月 



 

市では、予算及び決算の概要、予算に対する収入及び支出の概況等について、川越市財政状

況の公表に関する条例第２条の規定により、年２回（上半期及び下半期）市民の皆様にお知らせ

しています。 

今回は、令和８年度予算及び令和７年度下半期（令和７年１０月１日から令和８年３月３１日）の

予算の執行状況や公営事業の経理状況等についてお知らせします。 

なお、令和７年度下半期の数値は、令和８年３月３１日現在のものであり、地方自治法第２３５

条の５の規定による予算執行の残務を整理する期間（出納整理期間）の数値が含まれていない

ため、決算数値とは異なります。 

 また、本資料における令和７年度当初予算額は、令和７年度当初予算額と令和７年６月補正予

算における政策的経費に係る当初予算追加事業に係る予算額の合算額としています。 
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令和８年度予算は、義務的な事業や継続事業のほか、教育環境の充実をはじめ、子育て支援
などの福祉施策、都市基盤の整備、DXの推進などに積極的に取り組むための経費を計上しまし
た。

歳入は、根幹をなす市税について、雇用や所得環境の改善が続いていることから、前年度より
増となるものと見込みました。市債は、小学校体育館空調設備等整備事業債や河川整備事業債
等の減により、前年度よりも減少しました。

歳出は、予算の約４５％を占める民生費について、国保会計繰出金等の減はあるものの、生活
保護等、みよしの支援センター集約化事業等の増により、前年度よりも増加しました。教育費につ
いては、小学校の体育館空調設備等整備（第３期）等の減はあるものの、情報教育推進や施設型
給付費等（幼稚園等）等の増により、前年度よりも増加しました。

その結果、一般会計予算が前年度当初予算比で3.6％増、総額1,438億5千万円に、特別会計
予算は合計で前年度当初予算比4.2％増、938億9,425万3千円の予算規模となりました。

■令和８年度予算の概要

令和８年度会計別予算額 （△印 減）

一般会計 市の行政運営の基本的な経費を計上した会計

特別会計 特定の事業を行うにあたり、一般会計と区別し、特定の歳入を特定の歳出に充てて経理する会計

用語解説

対前年度
増減率
（％）

対前年度
増減額
（千円）

令和７年度
当初予算額

（千円）

令和８年度
予算額
（千円）

区 分
会計別

3.64,990,698138,859,302143,850,000一 般 会 計

4.23,791,67690,102,57793,894,253特 別 会 計 合 計

1.1365,80031,837,60032,203,400国 民 健 康 保 険 事 業

13.6849,9006,235,2007,085,100後 期 高 齢 者 医 療 事 業

9.78,60088,40097,000歯 科 診 療 事 業

4.71,436,20030,432,70031,868,900介 護 保 険 事 業

△ 10.2△ 16,300159,800143,500母子父子寡婦福祉資金貸付事業

0.3400126,000126,400川越駅東口公共地下駐車場事業

10.61,119,09810,562,41011,681,508水 道 事 業

0.444,83910,300,45210,345,291公 共 下 水 道 事 業

△ 4.7△ 16,861360,015343,154農 業 集 落 排 水 事 業

3.88,782,374228,961,879237,744,253総 計
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一般会計歳入（款別） （△印 減）

令和７年度令和８年度
区 分

款 別 構成比
（％）

当初予算額
（千円）

市民一人当たり
予算額
（円）

増減率
（％）

構成比
（％）

予算額
（千円）

44.1 61,177,684177,844 2.543.6 62,714,436市税

0.6 834,3192,265 △ 4.30.6 798,859地方譲与税

0.0 20,000170 200.00.0 60,000利子割交付金

0.2 300,0001,219 43.30.3 430,000配当割交付金

0.2 300,0001,957 130.00.5 690,000株式等譲渡所得割交付金

0.4 610,0002,184 26.20.5 770,000法人事業税交付金

6.2 8,600,00027,223 11.66.7 9,600,000地方消費税交付金

0.0 57,000122 △ 24.60.0 43,000ゴルフ場利用税交付金

0.1 150,1141 △ 99.70.0 500環境性能割交付金

0.3 424,0001,767 47.00.4 623,250地方特例交付金

2.6 3,610,00011,967 16.92.9 4,220,000地方交付税

0.0 36,20784 △ 17.80.0 29,761交通安全対策特別交付金

0.7 912,6452,601 0.50.6 917,280分担金及び負担金

1.4 2,006,2375,266 △ 7.41.3 1,856,914使用料及び手数料

18.2 25,327,91576,045 5.918.6 26,816,398国庫支出金

7.2 10,030,34535,363 24.38.7 12,470,366県支出金

0.5 750,433865 △ 59.40.2 304,912財産収入

0.6 874,9412,161 △ 12.90.5 762,100寄附金

3.9 5,401,59616,548 8.04.1 5,835,513繰入金

0.7 1,000,0002,836 0.00.7 1,000,000繰越金

3.0 4,113,3667,544 △ 35.31.8 2,660,411諸収入

8.9 12,322,50031,892 △ 8.77.8 11,246,300市債

100.0 138,859,302407,927 3.6100.0 143,850,000歳入合計

市税 市民税、固定資産税、都市計画税、市たばこ税、事業所税、軽自動車税、入湯税

地方消費税交付金 地方消費税の一定の割合が県から交付されるもの

国庫支出金 一定の事業に使いみちを特定して国から交付されるもの

県支出金 一定の事業に使いみちを特定して県から交付されるもの

市債 国や金融機関等からの借入金

グラフ中のその他 市税、地方消費税交付金、国庫支出金、県支出金、市債以外の歳入の合算額

用語解説

国庫支出金の増
は、施設型給付
費負担金（幼稚園
等）や生活保護費
等負担金等の増
によるものです。

市債の減は、小
学校体育館空調
設備等整備事業
債や河川整備事
業債等の減によ
るものです。

※令和８年度の市民一人当たり予算額は令和８年４月１日現在の人口352,637人にて算出した。
※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

市税

市税

地方消費税交付金

地方消費税交付金

国庫支出金

国庫支出金

県支出金

県支出金

市債

市債

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600

令和８年度

令和７年度

（億円）

市税の増は、雇用
や所得環境の改
善や、企業収益の
伸び等の影響に
よるものです。

環境性能割交付
金の減は、自動車
税の環境性能割
の廃止によるもの
です。
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一般会計歳出（款別） （△印 減）

令和７年度令和８年度

区 分
款 別 構成比

（％）
当初予算額
（千円）

市民一人当たり
予算額
（円）

増減率
（％）

構成比
（％）

予算額
（千円）

0.5 638,4531,8331.20.4 646,395議 会 費

10.6 14,720,47642,2861.310.4 14,911,516総 務 費

45.2 62,775,944182,5852.644.8 64,386,360民 生 費

10.7 14,846,76046,0609.411.3 16,242,443衛 生 費

0.1 153,235432△ 0.60.1 152,320労 働 費

0.6 833,1092,245△ 5.00.6 791,655農林水産業費

0.6 881,0202,82913.20.7 997,647商 工 費

7.8 10,828,50630,088△ 2.07.4 10,610,033土 木 費

4.1 5,662,63317,92011.64.4 6,319,152消 防 費

12.6 17,551,15151,9384.412.7 18,315,223教 育 費

0.0 2,00060.00.0 2,000災 害 復 旧 費

7.0 9,708,12928,9345.17.1 10,203,261公 債 費

0.1 107,88634613.10.1 121,995諸 支 出 金

0.1 150,0004250.00.1 150,000予 備 費

100.0 138,859,302407,9273.6100.0 143,850,000歳 出 合 計

教育費の増は、情
報教育推進や施
設型給付費等（幼
稚園等）等の増に
よるものです。

衛生費の増は、仮
称汚泥再生処理
センター整備、旧
市立診療所解体
事業等の増による
ものです。

民生費の増は、生
活保護等、みよし
の支援センター集
約化事業等の増に
よるものです。

※令和８年度の市民一人当たり予算額は令和８年４月１日現在の人口352,637人にて算出した。
※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

総務費 選挙事務、戸籍事務、徴税事務、庁舎管理、芸術・文化・スポーツ振興等のための経費

民生費 児童、高齢者、障害を持った方のための各種の福祉施策や運営、生活保護の実施等のための経費

衛生費 保健衛生、環境保全等のための経費

土木費 道路整備、河川改修、公園・市営住宅の整備や管理等の経費

教育費 学校教育や社会教育の充実等のための経費

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費

グラフ中のその他 議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、災害復旧費、諸支出金、予備費

用語解説

土木費の減は、中
小河川排水路整
備、広域幹線（市
道）整備等の減に
よるものです。

総務費

総務費

民生費

民生費

衛生費

衛生費

土木費

土木費

教育費

教育費

公債費

公債費

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600

令和８年度

令和７年度

（億円）
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一般会計歳出（性質別）

令和７年度令和８年度
区 分

性質別 構成比
（％）

当初予算額
（千円）

市民一人当たり
予算額（円）

増減率
（％）

構成比
（％）

予算額
（千円）

17.724,567,61675,8698.918.6 26,754,311人 件 費

16.823,293,22369,1974.817.0 24,401,367物 件 費

0.91,213,2023,7188.10.9 1,311,047維 持 補 修 費

30.342,112,885125,3465.030.7 44,201,587扶 助 費

7.810,810,28332,3015.47.9 11,390,534補 助 費 等

10.814,933,39639,400△ 7.09.7 13,893,828普通建設事業費

0.02,00060.00.0 2,000災害復旧事業費

7.09,708,12928,9345.17.1 10,203,261公 債 費

0.026,139185149.00.0 65,092積 立 金

0.013,67528△ 28.00.0 9,850貸 付 金

8.712,028,75432,518△ 4.78.0 11,467,123繰 出 金

0.1150,0004250.00.1 150,000予 備 費

100.0138,859,302407,9273.6100.0 143,850,000歳 出 合 計

※令和８年度の市民一人当たり予算額は令和８年４月１日現在の人口352,637人にて算出した。

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

普通建設事業費の

減は、小学校の体

育館空調設備等整

備（第３期）や中小

河川排水路整備の

減等によるもので

す。

公債費の増は、新

宿町１丁目広場整

備等に伴う市債の

償還金の増による

ものです。

人件費 職員給与等の勤労の対価、報酬として支払われる経費

物件費 公共料金、旅費、消耗品の購入費等の消費的性質の経費

扶助費 生活保護、児童手当等の各種扶助の経費

補助費等 公益性に着目し、奨励又は財政援助を行うための補助金支出等に要する経費

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校、庁舎等の公共・公用施設の建設のための経費

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費

グラフ中のその他 維持補修費、災害復旧事業費、積立金、貸付金、繰出金、予備費

用語解説

（△印 減）

人件費

人件費

物件費

物件費

扶助費

扶助費

補助費等

補助費等

普通建設事業費

普通建設事業費

公債費

公債費

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600

令和８年度

令和７年度

（億円）

扶助費の増は、施

設型給付費等（幼

稚園等）や生活保

護等の増等による

ものです。
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款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

庁舎整備基本構想策定等 22,373 学校体育施設開放 9,947

（新）開庁時間の見直し 3,110
（新）宮元町健康ふれあい広

場運営管理
4,391

（新）公金収納デジタル化対

応
4,884

川越運動公園指定管理（一体

管理）業務
201,598

（新）AI電話対応サービス導

入
3,498

（新）総合体育館空調設備等

整備
1,250,000

（新）客引き行為等防止パト

ロール
15,347 仮称芳野市民センター建設 463,200

（新）地域防犯カメラ設置費

補助
1,000

マイナンバーカード申請サ

ポート・コールセンター設置
156,058

文化芸術振興・市民活動拠点

施設等運営管理
376,522 証明書等コンビニ交付の推進 31,043

北部市街地交通対策 11,412
コミュニティソーシャルワー

カー配置事業
58,234

（新）高齢者運転免許自主返

納支援補助
11,093

生活困窮者学習・生活支援事

業
8,639

こどもの文化芸術体験 3,500 精神通院に係る医療費助成 37,051

文化系部活動地域展開 1,490
（新）障害福祉分野における

ICT機器等導入補助
5,000

（新）外国籍市民向け生活オ

リエンテーション
2,662

生活支援コーディネーター

（地域支え合い推進員）の配

置

64,000

初期学習者向け日本語教室 450
（新）ねんりんピック関連種

目の開催
9,576

男女共同参画出前講座 180 高齢者補聴器購入費補助 8,199

（新）女性支援民間団体立ち

上げ支援事業
200

（新）特別養護老人ホーム大

規模修繕補助
109,000

収蔵庫熱源設備更新 33,000
（新）みよしの支援センター

集約化事業
265,000

運動系部活動地域展開 1,560 ひとり親家庭等学習支援 17,406

小江戸川越ハーフマラソン大

会
3,800 （新）養育費確保支援事業 1,915

総務費

総務費

民生費

令和８年度の主要な事業（一般会計）
（単位：千円）
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款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

地域子育て支援拠点事業 167,529 労働費 就労支援事業 9,885

乳児等通園支援事業（公立） 402
（新）環境保全型農業直接支

払交付金
474

乳児等通園支援事業（私立） 61,501
（新）イネカメムシ対策薬剤

費補助
3,736

（新）児童センターこどもの

城改修整備基本計画策定
7,000 （新）農業用機械修繕費補助 3,000

児童発達支援センター運営管

理
57,548

グリーンツーリズム拠点施設

運営管理
107,600

芳野・古谷地区公立保育所建

設
295,200

空き店舗対策補助、商店街振

興促進補助
14,813

（新）川越市保健所及び総合

保健センター空調設備等改修
182,445 企業誘致 909

（新）RSウィルスワクチン接

種
58,909 川越まつり 108,750

帯状疱疹ワクチン接種 77,390 小江戸川越観光協会補助 95,509

（新）若者のための街の保健

室補助
324 オーバーツーリズム対策 32,846

短期入所型産後ケア 20,305 路面下空洞調査 19,000

産婦健康診査助成 20,000 （新）市道0026号線整備 35,000

がん検診の実施 277,376 （新）市道0003号線用地取得 81,000

（新）環境情報ホームページ

開設
1,437 市道7226号線用地取得 31,960

（新）旧市立診療所解体事業 286,400 市道0023号線用地取得 52,341

（新）粗大ごみ収集受付シス

テム導入
3,575 県道川越所沢線用地取得 120,956

（新）資源化センター施設整

備基本計画策定
27,500

久下戸跨線橋耐震補強及び補

修
150,000

仮称汚泥再生処理センター整

備
1,304,408 的場歩道橋耐震補強及び補修 501,500

土木費

商工費

農林水

産業費

衛生費

民生費

（単位：千円）
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款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

小ケ谷用水路整備 30,600
スクールソーシャルワーカー

の配置
9,514

久保川整備詳細設計 11,000
（新）校内学習室支援員の配

置
7,439

無電柱化方策検討 9,800 （新）小学校外壁等全面調査 19,916

広域幹線道路網構想検討業務 3,700 水泳指導 36,581

川越市駅周辺協働まちづくり

推進業務
9,395 （新）中学校外壁等全面調査 10,289

川越所沢線等整備事業に伴う

まちづくり検討業務
5,000

学校部活動地域連携・地域展

開推進
8,805

南古谷駅周辺地区整備 2,088,589 （新）創立100周年記念式典 1,807

川越市駅周辺都市基盤事業推

進業務
13,000 （新）トイレ改修 256,000

川越所沢線等整備 390,589
（新）多目的室耐震補強工事

設計
3,508

（新）森林公園基本計画見直

しに係る基礎調査
12,000 学童保育室改修 26,147

仮称岸町二丁目公園整備 155,631 文化財保存事業費補助金 12,990

なぐわし公園整備 866,638 公民館設備改修 53,634

（新）新宿町一丁目広場運営

管理
13,580 中央図書館の建物等改修 139,084

消防費
（新）指定緊急避難場所・指

定避難所標識設置
2,350 蔵造り資料館店蔵耐震化 136,400

（新）教育システム環境整備 41,193 学校給食費無償化 1,505,869

（新）デジタルドリル・採点

システム導入
124,639

（新）GIGAスクール構想学習

者用コンピュータ更新
1,561,065

英語指導助手の配置 164,083

教育費

土木費

教育費

（単位：千円）
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■令和７年度予算に対する収入及び支出の概況（令和８年３月３１日現在）

１．一般会計

（△印 減）歳 入

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

予算現額と収入済額
との比較 B－A （千円）

収入済額
B （千円）

予算現額
A （千円）

区 分
款 別

98.8△ 744,76260,432,92261,177,684市 税

92.9△ 59,144775,175834,319地 方 譲 与 税

476.875,35095,35020,000利 子 割 交 付 金

167.8203,528503,528300,000配 当 割 交 付 金

279.8539,285839,285300,000株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

127.4166,898776,898610,000法 人 事 業 税 交 付 金

108.8760,2059,360,2058,600,000地 方 消 費 税 交 付 金

97.2△ 1,59655,40457,000ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

103.45,142155,256150,114環 境 性 能 割 交 付 金

100.2769392,400391,631地 方 特 例 交 付 金

102.5133,9445,505,5785,371,634地 方 交 付 税

89.7△ 3,71232,49536,207交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

82.4△ 161,037751,608912,645分 担 金 及 び 負 担 金

85.4△ 292,9811,712,0762,005,057使 用 料 及 び 手 数 料

81.9△ 5,838,53226,502,16232,340,694国 庫 支 出 金

81.1△ 1,902,5628,155,63910,058,201県 支 出 金

106.132,604570,538537,934財 産 収 入

85.9△ 103,370631,671735,041寄 附 金

60.2△ 247,399374,491621,890繰 入 金

100.638,4936,475,5446,437,051繰 越 金

64.7△ 1,226,4052,251,4653,477,870諸 収 入

5.7△ 13,947,400836,10014,783,500市 債

−440自 動 車 取 得 税 交 付 金

84.9△ 22,572,678127,185,794149,758,472歳 入 合 計

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。
※各金額には、前年度からの繰越財源（国庫支出金993,197千円、県支出金72,100千円、繰入金38,492千円、繰越金237,589千円、市債

3,667,400千円）を含む。

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

歳 出

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

予算現額と支出済額
との比較 A－B （千円）

支出済額
B （千円）

予算現額
A （千円）

区 分
款 別

97.615,778631,608647,386議 会 費

73.64,643,21712,943,37617,586,593総 務 費

84.610,393,15556,891,25567,284,410民 生 費

84.12,269,53512,019,45714,288,992衛 生 費

89.715,868138,652154,520労 働 費

83.1200,787987,7661,188,553農 林 水 産 業 費

57.0620,013821,3681,441,381商 工 費

65.23,541,0036,645,53410,186,537土 木 費

94.2334,8055,468,9975,803,802消 防 費

69.66,491,38014,856,54721,347,927教 育 費

0.02,00002,000災 害 復 旧 費

99.093,9399,614,1909,708,129公 債 費

100.0039,55239,552諸 支 出 金

0.078,690078,690予 備 費

80.828,700,170121,058,302149,758,472歳 出 合 計

※各金額には、前年度からの繰越額（総務費371,532千円、民生費288,640千円、衛生費125,400千円、農林水産業費241,787千円、土木費
360,721千円、消防費88,552千円、教育費3,532,146千円）を含む。

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。
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（△印 減）

２．特別会計

歳 入

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

予算現額と
収入済額との比較
B－A （千円）

収入済額
Ｂ （千円）

予算現額
Ａ （千円）

区 分
会計別

96.4△ 1,165,76431,023,65032,189,414国 民 健 康 保 険 事 業

97.9△ 130,6226,108,9546,239,576後 期 高 齢 者 医 療 事 業

42.8△ 51,41438,53689,950歯 科 診 療 事 業

82.4△ 5,509,39125,881,39731,390,788介 護 保 険 事 業

135.857,143216,943159,800母子父子寡婦福祉資金貸付事業

120.826,262152,262126,000川越駅東口公共地下駐車場事業

90.4△ 6,773,78563,421,74370,195,528合 計

歳 出

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

予算現額と
支出済額との比較
A－B （千円）

支出済額
Ｂ （千円）

予算現額
Ａ （千円）

区 分
会計別

97.7 729,12231,460,29232,189,414国 民 健 康 保 険 事 業

96.0 246,8025,992,7746,239,576後 期 高 齢 者 医 療 事 業

87.4 11,30478,64689,950歯 科 診 療 事 業

86.1 4,349,91227,040,87631,390,788介 護 保 険 事 業

86.6 21,378138,422159,800母子父子寡婦福祉資金貸付事業

47.4 66,31459,686126,000川越駅東口公共地下駐車場事業

92.3 5,424,83164,770,69770,195,528合 計

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。
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■市民の税負担状況（令和８年３月３１日現在）

令和７年度
区 分

税 目

収入済額調定額予算現額

収入率
(B/A)

Ｂ
一世帯当たり

調定額
市民一人当たり

調定額構成比Ａ

％千円円円％千円千円

95.460,432,922367,324179,601100.063,333,92561,177,684市 税 総 額

93.327,272,147169,50682,87946.129,226,15228,025,305市 民 税

97.424,164,129143,86270,34039.224,804,61124,009,418固 定 資 産 税

96.9810,3754,8482,3701.3835,870779,585軽 自 動 車 税

92.62,059,22212,8966,3063.52,223,5572,229,604市 た ば こ 税

100.0621420.0621638入 湯 税

99.91,737,20910,0814,9292.71,738,1591,702,735事 業 所 税

97.44,389,21926,12812,7757.14,504,9554,430,399都 市 計 画 税

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。
※市民一人当たり調定額は令和８年３月３１日現在の人口352,637人にて算出。
※一世帯当たり調定額は令和８年３月３１日現在の世帯数172,420世帯にて算出。
※計数は表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

市民税 個人・法人の所得に対して課される税金

固定資産税 土地、家屋、償却資産に対して課される税金

軽自動車税 軽自動車等の所有に対して課される税金

市たばこ税 たばこに対して課される税金

入湯税 鉱泉浴場における入湯行為に対して課される税金

事業所税 一定規模以上の事業所に対して課される税金

都市計画税 都市計画事業等にあてるため、市街化区域に所在する土地、家屋に対して課される税金

用語解説

市民税
46.1%

固定資産税
39.2%

軽自動車税
1.3%

市たばこ税
3.5%

入湯税
0.0%

事業所税
2.7%

都市計画税
7.1%

税目別割合（調定額）
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■市債及び一時借入金の現在高（令和８年３月３１日現在）

■市有財産の現在高（令和８年３月３１日現在）

１．土地・建物（道路・水路を除く）

価 格
千円

面 積
㎡

区 分

161,841,103 2,734,334.27 行 政 財 産

土
地 12,961,684 207,105.81 普 通 財 産

174,802,787 2,941,440.08 計

88,732,641 780,837.44 行 政 財 産

建
物 132,964 2,835.07 普 通 財 産

88,865,605 783,672.51 計

２．基金（積立基金）

金 額 （円）基 金 名

5,744,362,700財政調整基金

15,852,170福祉基金

31,102,827商業振興施設整備基金

1,070,030,309職員退職手当基金

236,640,039初雁公園整備基金

168,957,341緑の基金

1,950,203,378庁舎建設基金

43,239,800平和基金

50,666,872文化芸術スポーツ振興基金

19,380,712みんなで支える観光基金

1,099,273,756公共施設マネジメント基金

937,221,677減債基金

78,201,187森林環境基金

49,619,041大学奨学金基金

106,675,278学校部活動地域連携・地域移行推進基金※

8,139,420企業版ふるさと納税寄附基金

2,543,585,785介護保険保険給付費等準備基金

14,153,152,292計

行政財産 庁舎、学校等の建物や敷地といった公用・公共のために使用されるもの

普通財産 行政財産以外の公有財産

用語解説

２．一時借入金の現在高

１．市債の現在高

金額 （千円）区 分

336,640母子父子寡婦福祉資金貸付事業債

特
別
会
計
債

6,828川越駅東口公共地下駐車場事業債

7,889,930水 道 事 業 債

12,333,585公 共 下 水 道 事 業 債

679,628農 業 集 落 排 水 事 業 債

21,246,611特別会計債合計

金額 （千円）区 分

74,980,986一般会計債合計

21,246,611特別会計債合計

96,227,597総 合 計

金額 （千円）区 分

0一般会計一時借入金

0特別会計一時借入金

0総 合 計

※金額は千円未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

金額 （千円）区 分

5,704,455総 務 債

普
通
債一

般
会
計
債

3,770,773民 生 債

964,584保 育 所 債

6,074,164衛 生 債

11,816労 働 債

852,189農 林 水 産 業 債

218,437商 工 債

20,414,674土 木 債

205,014公 営 住 宅 債

259,529消 防 債

4,844,710教 育 債

7,269,834義 務 教 育 債

34,742災 害 復 旧 債

50,624,922普 通 債 合 計

471,289減 収 補 て ん 債
そ
の
他

0減 税 補 て ん 債

23,884,775臨 時 財 政 対 策 債

24,356,064そ の 他 合 計

74,980,986一般会計債合計

※令和８年４月１日から「学校部活動地域連携・地域展開推進基金」に
名称が変更となった。
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■財政指数等比較（普通会計決算）

96.9 

95.2 
98.9 

99.8 
99.1 

93.7 

88.9 
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95.1 

93.1 
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85.0

90.0
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

経常収支比率

川越市 県内平均 全国平均

（％）

13.5 13.3
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12.0
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12.0
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12.8

12.2
11.9
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15

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

公債費負担比率

川越市 県内平均 全国平均

（％）

19,666 22,136 23,808 
34,624 

29,163 

53,378 
64,063 

70,625 72,877 71,066 

123,444 

137,832 
148,856 

154,855 

158,022 

0
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60,000
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100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

積立基金現在高（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

経常収支比率 は、

経常一般財源が経常的経費

に使われた割合で、 比率が

高いほど財政構造の弾力性

に欠けるとされます。

※一般財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源
※経常一般財源 市税など経常的な一般財源
※経常的経費 職員人件費、施設の維持管理費、扶助費、公債費など経常的な経費

公債費負担比率 は、

公債費に使われた一般財源

の一般財源総額に対する割

合で、比率が高いほど公債

費による財政負担が大きくな

ります。

積立基金 は、

年度間の財源調整や特定の

目的のために、資金を積立て

るもので、市の「貯金」です。
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278,339 273,257 257,272 245,560 236,340 

284,187 285,399 278,751 
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地方債現在高（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均
（円）

90,157 90,514 
82,676 

79,261 

94,434 

88,991 
84,822 

93,759 
106,211 

103,445 

94,108 99,345 

109,067 

122,005 

134,113 

15,000

35,000

55,000

75,000

95,000

115,000

135,000

155,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

債務負担行為額（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

地方債現在高 は、

過去に借り入れた地方債の

未償還元金で、額が多いほ

ど将来の財政負担が大きく

なります。

※地方債 地方公共団体が建設事業などを行う際に借り入れる借金で、将来の財政負担となるものの、財政負担の平準化や
世代間負担の公平化を図ることが可能。

債務負担行為額 は、

地方公共団体が負っている

債務（地方債等を除く）のうち、

翌年度以降に支出が予定さ

れているもので、額が多いほ

ど将来の財政負担が大きく

なります。

※住民一人当たりの積立基金現在高、地方債現在高、債務負担行為額については、住民基本台帳人口（基準日１月１日）を基に
算出している。

普通会計 国の統計調査である地方財政状況調査の対象となる会計で、主に市税を原資として経理される。
川越市の場合、一般会計及び歯科診療事業、母子父子寡婦福祉資金貸付事業の２特別会計がこれに当
る。普通会計以外の会計は公営事業会計として区分される。

用語解説
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水道事業の業務状況  

（令和８年３月３１日） 

 

１ 事業の概況 

令和８年３月３１日現在の水道事業の概況は、次のとおりです。 

・給水人口       ３５２，５８０人 

・給水戸数       １７２，３７６戸 

・一日平均配水量    １０５，７７５㎥ 

・年間総配水量  ３８，６０７，８７５㎥ 

・有収水量     ３６，５５２，０１５㎥ 

・有収率          ９４．６８％ 

 

また、水道水を市民の皆様に安定的に供給するために、令和７年度も老朽化

した施設の更新や改良を計画的に進めてまいりました。 

具体的には、配水管路の新設改良や新宿浄水場の設備更新を実施しておりま 

す。 

令和７年度に実施した事業の主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）配水管路の新設改良事業 

   配水管更新事業      ９，９０２ｍ 

   配水管布設替事業       ３５４ｍ 

   管網整備事業（布設）     ８４９ｍ 

   配水補助管布設事業       ５１ｍ  

 

（２）新宿浄水場の設備更新事業  

新宿浄水場配水ポンプ設備更新事業 配水ポンプ更新 ３台 

真空ポンプ更新 ２台 ほか 

新宿浄水場電気設備更新事業       受変電設備更新 一式  

動力設備更新 一式 

監視制御設備更新 一式 ほか 

 

その他の主な業務の執行状況について、給水装置の新設工事件数として 

年１，６４４件を予定していたところ、上半期５０５件、下半期８１５件、 

計１，３２０件（８０．３％）を行いました。 
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２ 経理の状況 

収益的収入支出につきましては、水道事業収益の予算額６，８０４，４５８

千円に対して、６，８３９，５７３千円の収入があり、水道事業費用の予算額 

６，４９６，８２７千円に対して、６，２３８，３９１千円の支出があり、収

入支出差引６０１，１８２千円となりましたが、消費税及び地方消費税抜きの

損益ベースでは、４１０，５８８千円の純利益を計上しました。 

資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額１，５８８，８５８千

円に対して、１，４２２，７５２千円の収入があり、資本的支出の予算額 

３，１３３，００６千円に対して、２，９５１，６６７千円の支出があり、収

入支出の差引１，５２８，９１５千円の不足を生じましたが、この不足額は、

過年度分損益勘定留保資金等で補填しました。 

なお、令和７年度の予算の執行状況は、次のとおりです。 
※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                         

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ B―A 執行率％ 

営 業 収 益 6,411,718 6,416,329 4,611 100.1 

営業外収益 392,725 422,820 30,095 107.7 

特 別 利 益 15 424 409 2,826.7 

計 6,804,458 6,839,573 35,115 100.5 

 

支出                            

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営 業 費 用 6,362,219 6,112,253 0 249,966 96.1 

営業外費用 124,300 124,300 0 0 100.0 

特 別 損 失 5,308 1,838 0 3,470 34.6 

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0 

計 6,496,827 6,238,391 0 258,436 96.0 

 

（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                        

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債 1,300,000 1,203,100 △96,900 92.5 
他 会 計 負 担 金 30,626 29,902 △724 97.6 
工 事 負 担 金 171,281 99,113 △72,168 57.9 
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水道施設加入金 86,950 90,581 3,631 104.2 
固定資産売却代金 1 56 55 5,600.0 

計 1,588,858 1,422,752 △166,106 89.5 

 

支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 2,601,937 2,423,355 114,994 63,589 93.1 

企業債償還金 528,314 528,313 0 1 100.0 

予 備 費  2,755 0 0 2,755 0.0 

計 3,133,006 2,951,667 114,994 66,345 94.2 

 

 

３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 

企 業 債 7,215,143 1,203,100 528,313 7,889,930 
※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

４ 令和８年度の経営方針及び予算の概要 

水道事業は、給水開始から約７０年経過していることから、浄水場や管路等

の老朽化に対応するための更新事業を実施するとともに、耐震化等の工事につ

いても併せて推進しています。 

安全な水道水を安定的に供給するため、今後も計画的に事業を実施していき

ます。 

なお、令和８年度の主な建設改良事業と予算額は、次のとおりです。 

 

（１）仙波町三丁目添架管改良事業    ５４，２３２千円 

（２）中福受水場監視制御設備更新事業 ３５０，７００千円 

（３）配水管更新事業       ２，８５０，５００千円 
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令和８年度の水道事業会計予算の概要は、次のとおりです。 

（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 水道事業収益      ６，９９６，８０４千円 

第１項 営業収益      ６，４４８，３６８千円 

第２項 営業外収益       ５４８，４２６千円 

第３項 特別利益             １０千円 

 

支     出 

第１款 水道事業費用      ７，２６８，２０７千円 

第１項 営業費用      ７，１４４，０３１千円 

第２項 営業外費用       １１３，８７６千円 

第３項 特別損失          ５，３００千円 

第４項 予備費           ５，０００千円 

 

（２）資本的収入及び支出 

収     入  

第１款 資本的収入       ２，８８７，３６４千円 

第１項 企業債       ２，４００，０００千円 

第２項 国庫補助金        ２０，６５１千円 

第３項 他会計負担金       ３６，０８２千円 

第４項 工事負担金       ３３３，６１３千円 

第５項 水道施設加入金      ９７，０１７千円 

第６項 固定資産売却代金          １千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出       ４，４１３，３０１千円 

第１項 建設改良費     ３，９４９，５０３千円 

第２項 企業債償還金      ４５８，７９８千円 

第３項 予備費           ５，０００千円 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   １，５２５，９３７千円 

不足する額を補填する財源の内訳 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額  １５２，８５２千円 

減債積立金                   ３００，０００千円 

建設改良積立金                 １００，０００千円 

過年度分損益勘定留保資金            ９７３，０８５千円 
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公共下水道事業の業務状況 

（令和８年３月３１日） 

 

１ 事業の概況 

令和８年３月３１日現在の公共下水道事業の概況は、次のとおりです。 

・水洗化人口        ３１０，８３１人 

・一日平均処理水量     １１７，４６８㎥ 

・年間有収水量    ３３，０４７，０９７㎥ 

 

また、下水道施設の整備拡充のため、令和７年度も施設整備を計画的に推進

するとともに、老朽化した施設の更新や改良を実施してまいりました。 

令和７年度に実施した建設改良事業の主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）下水道整備の状況 

整備人口(人) 普及率(％) 現在整備面積(ｈａ) 整備率(％) 整備管きょ延長(km) 

309,564 87.8 市街化区域 3,203 99.5 1,213 

調整区域 979 76.2 

 

（２）汚水管渠整備事業 

   汚水管の築造工事        １，４６５ｍ 

 

（３）汚水管渠改良事業 

   汚水管の更新工事等          ４６ｍ 

 

その他の主な業務の執行状況につきましては、公共下水道の新規接続件数は

上半期６８３件、下半期６９０件、合計１，３７３件となりました。 

また、下水道管の適切な維持に必要な清掃（定期清掃及び緊急に必要になっ

た清掃）を上半期４，２６８ｍ、下半期１５，０８８ｍ、合計１９，３５６ｍ

実施いたしました。 

 

  

２ 経理の状況  

収益的収入支出につきましては、下水道事業収益の予算額 

６，３５５，５６４千円に対して、６，２８７，３６２千円の収入があり、下

水道事業費用の予算額６，５５９，５５７千円に対して、６，２２４，５０７

千円の支出があり、収入支出差引６２，８５５千円となりましたが、消費税及

び地方消費税抜きの損益ベースでは、１０２，０１０千円の純損失を計上しま

した。 
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資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額１，１００，５７６千

円に対して、８３０，９８８千円の収入があり、資本的支出の予算額 

４，７１１，２７５千円に対して、３，２１７，３９１千円の支出があり、収

入支出の差引２，３８６，４０３千円の不足を生じましたが、この不足額は、

過年度分損益勘定留保資金等で補填しました。 

なお、令和７年度の予算の執行状況は、次のとおりです。   
※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                     

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

営業収益  4,706,078 4,641,434 △64,644 98.6 

営業外収益 1,631,117 1,626,954 △4,163 99.7 

特別利益  18,369 18,974 605 103.3 

計 6,355,564 6,287,362 △68,202 98.9 

 

支出                   

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営 業 費 用  6,321,812 6,008,567 0 313,245 95.0 

営業外費用 210,355 197,792 0 12,563 94.0 

特 別 損 失 22,390 18,148 0 4,242 81.1 

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0 

計 6,559,557 6,224,507 0 335,050 94.9 

 

（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                    

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債 700,000 464,400 △235,600 66.3 

国 庫 補 助 金 81,050 54,800 △26,250 67.6 

工 事 負 担 金 738 109 △629 14.8 

受 益 者 負 担 金 48,600 51,089 2,489 105.1 

分 担 金 23,250 13,492 △9,758 58.0 

他 会 計 負 担 金 61,015 60,286 △729 98.8 

他 会 計 補 助 金 185,922 185,922 0 100.0 

固定資産売却代金 1 890 889 8,900.0 

計 1,100,576 830,988 △269,588 75.5 
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支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 3,825,820 2,336,938 1,298,262 190,620 61.1 

企業債償還金 880,455 880,453 0 2 100.0 

予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0 

計 4,711,275 3,217,391 1,298,262 195,623 68.3 

 

 

３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 

企 業 債 12,744,138 469,900 880,453 12,333,585 
※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

４ 令和８年度の経営方針及び予算の概要 

公共下水道事業は独立採算制の原則に基づき経営を行っております。また、

雨水施設の整備及び維持管理については、公費（一般会計からの繰入金）によ

り実施されています。 

下水道施設については、下水道法により点検の方法や頻度を事業計画に記載

するものとされており、適切な維持管理が求められていることから、老朽化の

進んだ施設の点検や維持管理、更新を進めてまいります。また、雨水対策のた

めの施設整備事業を進めます。 

なお、令和８年度の主な事業と予算額は、次のとおりです。 

 

（１）大字寺尾汚水幹線布設替事業      ５７，０００千円 

（２）郭町二丁目下水道管路施設更生事業  １３４，４００千円 

（３）新宿町二丁目下水道人孔更生事業   １０２，３００千円 

（４）芳野台汚水中継ポンプ場無機室水槽及び着水井耐震補強等事業 

                     １４５，８００千円 

（５）汚水管渠整備事業          ６８７，８６７千円 

（６）浸水対策施設整備事業         ３３，８８３千円 

（７）汚水管渠改良事業          ４５５，０４１千円 
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令和８年度の公共下水道事業会計予算の概要は、次のとおりです。 

（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 下水道事業収益      ６，７７１，０２０千円        

第１項 営業収益        ５，３９３，３７２千円 

第２項 営業外収益       １，３４４，９５７千円 

第３項 特別利益           ３２，６９１千円 

支     出  

第１款 下水道事業費用       ６，９８６，７４０千円 

第１項 営業費用        ６，７０７，８４５千円 

第２項 営業外費用         ２４５，３９０千円 

第３項 特別損失           ２８，５０５千円 

第４項 予備費             ５，０００千円 

 

（２）資本的収入及び支出 

収     入 

第１款 資本的収入           ８９１，０２０千円 

第１項 企業債           ６００，０００千円 

第２項 国庫補助金          ８７，８３３千円 

第３項 工事負担金             ９２２千円 

第４項 受益者負担金         ２３，７００千円 

第５項 分担金            ２３，２５０千円 

第６項 他会計負担金         ６４，８０３千円 

第７項 他会計補助金         ８８，１８２千円 

第８項 固定資産売却代金        ２，３３０千円 

支     出 

第１款 資本的支出         ３，３５８，５５１千円 

第１項 建設改良費       ２，５０７，３７５千円 

第２項 企業債償還金        ８４６，１７６千円 

第３項 予備費             ５，０００千円 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   ２，４６７，５３１千円 

不足する額を補填する財源の内訳 

  過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額   １７，７１８千円 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額  １８２，３４５千円 
減債積立金                   ３００，０００千円 
建設改良積立金                 １００，０００千円 

過年度分損益勘定留保資金          １，８６７，４６８千円 
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農業集落排水事業の業務状況 

（令和８年３月３１日） 

 

１ 事業の概況 

令和８年３月３１日現在の農業集落排水事業の概況は、次のとおりです。 

・水洗化人口          １，９９９人 

・一日平均処理水量         ５５１㎥ 

・年間処理水量       ２０１，２９４㎥ 

 

本市には鴨田処理区と石田本郷処理区の２つの処理区があり、これまでに整

備は完了し、鴨田処理区は平成 18 年、石田本郷地区は平成 24 年から供用を開

始しています。これらの処理施設については、適切な維持管理が求められてい

ることから、老朽化の進んだ施設の点検や維持管理、更新を進めております。      

令和７年度に実施した建設改良事業の主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）汚水ポンプ場改良事業 

   汚水ポンプの更新工事（鴨田地区）     

 

（２）処理場改良事業 

   機械設備の更新工事（石田本郷農業集落排水処理施設） 

 

また、汚水管の適切な維持に必要な定期清掃を４，２８４ｍ実施いたしまし

た。 

その他の主な業務の執行状況につきましては、農業集落排水への新規接続件

数は、鴨田地区が３件、石田本郷地区が１件、合計４件となりました。 

 

 

２ 経理の状況  

収益的収入支出につきましては、農業集落排水事業収益の予算額 

２５０，０９１千円に対して、２１３，６７８千円の収入があり、農業集落排

水事業費用の予算額２５０，７２７千円に対して、２１６，３１３千円の支出

があり、収入支出差引マイナス２，６３６千円となりましたが、消費税及び地

方消費税抜きの損益ベースでは、０円の純利益となっています。 

資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額８７，９８８千円に対

して、５８，８９６千円の収入があり、資本的支出の予算額 

９６，４０６千円に対して、６２，７７５千円の支出があり、収入支出の差引

３，８８０千円の不足を生じましたが、この不足額は、引継金で補填しました。 

なお、令和７年度の予算の執行状況は、次のとおりです。   
※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 
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（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                     

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

営業収益  22,400 22,248 △152 99.3 

営業外収益 227,689 191,429 △36,260 84.1 

特別利益  2 0 △2 0.0 

計 250,091 213,678 △36,413 85.4 

 

支出                   

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営 業 費 用  228,476 198,859 0 29,617 87.0 

営業外費用 13,519 12,654 0 865 93.6 

特 別 損 失 6,732 4,800 0 1,932 71.3 

予 備 費 2,000 0 0 2,000 0.0 

計 250,727 216,313 0 34,414 86.3 

 

（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                    

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債 33,800 1,800 △32,000 5.3 

分 担 金 381 381 0 100.0 

他 会 計 負 担 金 3,636 3,635 △1 100.0 

他 会 計 補 助 金 50,171 53,080 2,909 105.8 

計 87,988 58,896 △29,092 66.9 

 

支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 33,840 2,211 29,480 2,149 6.5 

企業債償還金 60,566 60,564 0 2 100.0 

予 備 費  2,000 0 0 2,000 0.0 

計 96,406 62,775 29,480 4,151 65.1 
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３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入）

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

企 業 債 738,393 1,800 60,564 679,628
※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。

４ 令和８年度の経営方針及び予算の概要

農業集落排水事業は独立採算制の原則に基づき経営を行っておりますが、維

持管理の財源は、公費（一般会計からの繰入金）が大きな割合を占めています。

農業集落排水処理施設については、浄化槽法により点検の方法や頻度が定め

られており、適切な維持管理が求められていることから、老朽化の進んだ施設

の点検や維持管理、更新を進めてまいります。

なお、令和８年度の主な事業と予算額は、次のとおりです。

（１）汚水ポンプ場改良事業 ８，１２９千円

（２）処理場改良事業 ２５，７７３千円

令和８年度の農業集落排水事業会計予算の概要は、次のとおりです。

（１）収益的収入及び支出

収     入

第１款 農業集落排水事業収益 ２４１，８４５千円

第１項 営業収益 ２４，６５７千円

第２項 営業外収益 ２１７，１８７千円

第３項 特別利益 １千円

支     出 

第１款 農業集落排水事業費用 ２４１，８４５千円

第１項 営業費用 ２２６，８９１千円

第２項 営業外費用 １２，４０４千円

第３項 特別損失 ５５０千円

第４項 予備費 ２，０００千円

（２）資本的収入及び支出

収 入

第１款 資本的収入 ８８，０２４千円

第１項 企業債 ３２，４００千円

第２項 分担金 ３８１千円

第３項 他会計負担金 ４，１７３千円

第４項 他会計補助金 ５１，０７０千円
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支 出

第１款 資本的支出 １０１，３０９千円

第１項 建設改良費 ３３，９０６千円

第２項 企業債償還金 ６５，４０３千円

第３項 予備費 ２，０００千円

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 １３，２８５千円

不足する額を補填する財源の内訳

引継金 １３，２８５千円
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